
２ 認知症総合支援事業について 

岐阜県認知症施策推進会議 

資料２ 
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認知症総合支援事業（地域支援事業） 

・平成26年6月に医療介護総合確保推進法が成立。 
・「保健医療及び福祉に関する専門知識を有する者による認知症の早期におけ 
 る症状の悪化の防止のための支援その他の認知症である又はその疑いのある 
 被保険者に対する総合的な支援を行う事業」を「認知症総合支援事業」とす 
 る。 
 

  ⇒平成２７年度より、地域支援事業の包括的支援事業として位置づけ 

  ⇒平成３０年４月より全国すべての市町村で実施 
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認知症総合支援事業（地域支援事業）の２つの柱 

①できるだけ早い段階からの支援 … 認知症初期集中支援推進事業 

・早期に認知症の鑑別診断 
・速やかに適切な医療・介護等を 
 受けられる初期の対応体制を構築 

② 地域における医療・介護等の連携の推進… 認知症地域支援・ケア向上事業 

＊認知症になっても住み慣れた地域で生活を継続するために 
＊認知症の容態に応じ、全ての期間を通じて 

・必要な医療・介護及び生活支援を行 
 うサービス機関が有機的に連携した 
 ネットワーク形成 
・効果的な支援体制を構築 
・認知症ケアの向上を図るための取組 
 を推進 

認知症初期集中支援チームの 

設置を推進 

認知症地域支援推進員の配置 



4 資料 厚生労働省 
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認知症初期集中支援チームによる一般的な支援の流れ 

気づき 確定診断 診療・ケア 

家族 

本人 
認知症の疑い 

訪問担当者 
（医療職＋介護職） 
保健師、看護師、介護福祉士等 

・認知症の専門医 
・認知症サポート医 

認知症初期集中支援チーム 

訪問 

相談 

ケアマネ 

適
切
な
ケ
ア 

日
常
診
療 

認知症疾患医療センター 

検査・診察の
紹介 

サポート 
かかりつけ医 

連携 

引継ぎ 

受診 

連携 

最長６カ月の間で、 
対象者の訪問やチーム員
会議等により適切な初期
支援を行う 
→医療サービス・介護サー
ビスにつなげる 



 初期集中支援の対象者とプロセス 

０ 地域への啓発活動 チームの周知 

2 情報収集 
（本人の生活状況、家族の状況など） 

3 アセスメント 

4 初回家庭訪問の実施 

1 訪問支援対象者の把握 

5 チーム員会議の実施 

6 初期集中支援の実施 
（受診勧奨、ケア、本人・家族等への助言） 

7 サービス提供機関への引継ぎ 
（医療・介護等） 

8 引継ぎ後のモニタリング 

  効果的な事業運営のためには、
医療・介護関係者と地域の連携
(=理解・協力)が必要不可欠 

●初期集中支援の対象者 

 年齢40歳以上、在宅で生活、認知症が疑われる人又は認知症の人で、以下のａ 、ｂのいずれかに該当する者 

  ａ 医療サービス、介護サービスを受けていない、または中断している 
  ｂ 医療サービス、介護サービスを受けているが、認知症の行動・心理症状が顕著なため対応に苦慮している 
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～H27年度 H28年度 H29年度 H30.4月 計 

３ １６ １２ １１ ４２ 

 認知症初期集中支援推進事業開始年度（市町村数） 

（H28.11.1 認知症総合支援事業実施・検討調査による） 

○認知症初期集中支援チーム 設置済み市町村（H28.11.1調査時点） 

岐阜市、大垣市、関市、羽島市、美濃加茂市、海津市、岐南町、笠松町、 

神戸町、輪之内町、安八町        
                                   計 １１市町  

県内市町村の認知症初期集中支援チーム設置状況 
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県内市町村の認知症地域支援推進員配置状況 

～H27年度 H28年度 H29年度 H30.4月 計 

１４ １８ ７ ３ ４２ 

 認知症地域支援・ケア向上事業開始年度（市町村数） 

○認知症地域支援推進員 配置済み市町村（H28.11.1調査時点） 

岐阜市、大垣市、高山市、多治見市、関市、中津川市、瑞浪市、羽島市、恵那市、美濃加茂市、
土岐市、各務原市、可児市、山県市、飛騨市、海津市、岐南町、笠松町、養老町、 
神戸町、輪之内町、安八町、池田町、北方町、坂祝町、富加町、川辺町、七宗町、白川町 
 

                               計 ２9市町  

（H28.11.1 認知症総合支援事業実施・検討調査による） 


